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第１章 計画の策定にあたって 

 

 

 
 

（１）本市の地域福祉計画の変遷  

本市では、平成 16 年度に「大きく広がれ福祉の輪 みんなで支える地域の輪」を

基本理念とした「第 1 次地域福祉計画（平成 17 年度～20 年度）」（以下「第 1 次計

画」という。）を策定し、市と安城市社会福祉協議会 （以下「市社協」という。）の協

働による地域福祉の推進体制を定め、町内福祉委員会や地区社会福祉協議会（以下「地

区社協」という。）の役割を明確にしました。 

その後、平成 20 年度には市社協の地域福祉活動計画と統合する形で「第 2 次地域

福祉計画（平成 21 年度～25 年度）」（以下「第 2 次計画」という。）を策定し、さら

には、「第 3 次地域福祉計画（平成 26 年度～30 年度）」（以下「第 3 次計画」とい

う。）を策定し、これに基づき地域福祉を推進してきました。 

 

（２）本市の地域福祉活動 

平成 9 年度から概ね中学校区ごとに地区社協を発足させるとともに、町内会・自治

会（以下「町内会」という。）を中心に民生委員・児童委員（以下「民生委員」という。）

や老人クラブ、ボランティアなど地域の福祉関係者や福祉団体などが協働する町内福

祉委員会を地域福祉活動の中心的組織と定めました。 

その後、各町内福祉委員会において町内福祉活動計画を策定し、サロンや昼食会な

どの「ふれあい交流活動」「介護教室等の学習活動」「福祉マップの作成」「地域での見

守り活動」といった様々な小地域福祉活動が地域の実情にあった方法で取り組まれて

きました。 

また、孤立死を出さないまちづくりを目指して、平成 23 年度から 24 年度に「地

域見守り活動モデル事業」を実施し、平成 25 年度からは「地域見守り活動推進事業」

として、市内全域での展開を進めてきました。 

第 3 次計画を策定した時点では、町内福祉委員会が発足していない町内会もありま

したが、平成 30 年 4 月 1 日時点で、市内全町内会において町内福祉委員会（一部連

合設置があるため 76 町内福祉委員会）が発足しています。 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

（３）地域福祉を取り巻く課題 

高齢化の進展に伴う認知症高齢者の増加、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯

といった世帯の少人数化の進行によって、高齢者が高齢者を介護する「老老介護」や

認知症高齢者が認知症高齢者を介護する「認認介護」、「孤立死」などの社会問題が本

市においても無縁とはいえない状況です。また、都市化による地域コミュニティの変

容によって住民同士の関係が希薄になり、地域の子育て力や見守り力の低下に伴う子

育ての孤立化や児童虐待、高齢者等の孤立死などの発生が憂慮されています。 

また、団塊の世代のすべてが 75 歳以上の後期高齢者になる、いわゆる“2025 年

問題”などを考えると、今後、要介護者の割合が高くなる後期高齢者が増え、急激な

介護力不足が予想されます。 

さらには、高齢者、障害者、児童等の各分野では、いわゆるフリーターやニート、

ひきこもりの増加と高齢化が相まって顕在化している 8050 問題、格差社会を背景に

顕在化している生活困窮者問題や子どもの貧困問題、発達障害やその疑いのある子ど

もの増加、介護と育児に同時に直面する世帯（ダブルケアを抱える世帯）の増加など、

世代等を超えた複雑多岐な生活課題、制度の狭間にある地域福祉的な課題に対応して

いくことが求められています。 

このような社会状況にあるなか、国では、子どもから高齢者まで、障害のある人も

ない人もすべての人々が、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく

「地域共生社会」の実現を目指した取組がはじまっており、その対応が本市でも求め

られています。 
 

（４）新たな地域福祉計画の必要性と目指すもの 

こうした様々な社会環境等の変化に伴う新たな課題や法制度に対応するため、第 3

次計画の見直しを行い、「第 4 次地域福祉計画」（以下「本計画」という。）を策定する

こととしました。 
大規模災害や生活環境の変化によって、すべての人が支援を必要とする可能性がな

いとはいえません。また、地域福祉を取り巻く課題は、8050 問題のような複合課題、

制度の狭間の課題、自ら相談に行くことができない状態にある社会的孤立・社会的排

除への対応、地域のつながりの弱まりなど、多くの課題が顕在化しています。 
そこで、本計画では、これまで本市で一貫して進めてきた「高齢者や障害のある人、

子どもだけでなくすべての人や事業者等が、お互いに支え合い自分らしく暮らせる地

域福祉」をより一層推進することを目指します。 
そして、これによって、「我が事・丸ごと」による「地域共生社会」を実現していき

ます。 
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■地域福祉とは 

地域福祉とは、すべての人が加齢や障害、その他様々な事情から福祉サービスや支援を必要

とするようになっても、地域の一員として、家族、友人、知人との関係を保ち、地域で日常生

活を営み、文化や趣味、スポーツなどの社会的な活動に参加することができる地域社会づくり

のことです。 

また、住民と行政、市社協、ボランティア、福祉事業者、福祉関係団体、ＮＰＯなどの多様

な主体が協働して、必要なサービスや支援を総合的に提供することや住民の福祉活動の組織

化を通じて、誰もが安心して自分らしく暮らせる地域づくりを実現するための活動を地域福

祉活動といいます。 

かつて、住民の相互扶助の仕組みがあった地域においても、生活環境が変わり、支え合いの

仕組みや考え方も変わりました。そのため、厚生労働省は、住民と行政の協働による新たな福

祉、地域における新たな支え合いについての方向性を、平成19年度に開催した「これからの

地域福祉のあり方に関する研究会」の報告書にまとめています。 

この報告書では、特に高齢者や障害のある人への公的な福祉サービスは飛躍的に充実した

ものの、制度の狭間にある問題や住民の多様なニーズをすべて公的に対応することは不可能

かつ適切ではないため、基本的なニーズは公的なサービスで対応するという原則を踏まえつ

つ、成熟した社会における自立した個人が主体的に関わり、支え合う、新たな支え合い（共

助）の拡大、強化が求められると提言しています。 

■地域共生社会とは ※厚生労働省資料より 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地

域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ご

と」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会 

■地域共生社会（「我が事・丸ごと」）の方向性 ※厚生労働省資料より 

◆公的支援の「縦割り」から「丸ごと」への転換 

○個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援 

○人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援 

◆「我が事」・「丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへの転換 

○住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す 

○地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

 

 

１ 根拠となる法律 
 

本計画の根拠法は、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律（平成 29 年法律第 52 号）により、一部改正され、平成 30 年 4 月 1 日に施

行された社会福祉法です。 

第 4 条において「地域福祉の推進」について明記しています。また、第 107 条では、

以前は“任意”であった市町村地域福祉計画の策定が“努力義務”になりました。 

 

 

（地域福祉の推進） 

第 4 条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以

下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構

成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が

確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以

下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項 

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

（５）前条第１項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項★ 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民

等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよ

う努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

 

★第106条の3 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援

関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資

する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

（１）地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が

相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等

が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業 

（２）地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備

に関する事業 

（３）生活困窮者自立支援法第3条第2項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の

支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する

支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業 

 

 

 

【改正社会福祉法（一部抜粋）】 
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第１章 計画の策定にあたっ第１章 計画の策定にあたって 
て 

２ 計画の位置づけ 
 

本計画は、本市の最上位計画である「安城市総合計画」を地域福祉の視点から実現す

るための理念や方策を定め、住民と行政、市社協、ボランティア、福祉事業者、福祉関

係団体、ＮＰＯなどが相互に協力し地域福祉を推進するための計画です。 

また、高齢者、障害のある人、子どもなどを対象とした各分野の福祉等関連施策のう

ち、特に地域的な対応が必要な取組と支援策等の方向性を示し、それぞれの分野の施策

等を横断的につないでいく性格を持ち合わせた総合的な計画として位置づけています。 

地域福祉の推進には、住民や地区社協等の活動を支援する市社協の活動が必要である

ことから、第 3 次計画と同様、町内福祉活動計画の方針や地区社協の計画、市社協の施

策、事業も含めて記載しています。 

 

図１－１ 地域福祉計画の位置づけ 
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 ○地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に

関し、共通して取り組むべき事項 

 

○地域における福祉サービスの適切な利用の推進 

○地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達 

○地域福祉に関する活動への住民の参加の促進 

○地域福祉活動への参加を行う者に対する支援、交流等の拠点の整備や住

民等が地域福祉活動を推進するのに必要な環境整備、生活困窮者に対す

る支援など包括的な支援体制の整備 

 

住民等（地域福祉活動の担い手）の参加と活動の推進 
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３ 計画の期間 
 

本計画の期間は、2019 年度から 2023 年度までの 5 年間とします。 
 

図１－２ 関連する計画の期間 

   年度（西暦） 

計画名 
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

安城市総合計画      

 

      

地域福祉計画 
（地域福祉活動計画含む） 

     

  

 

    

高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画
（あんジョイプラン） 

 

  

 

  

 

     

障害者計画    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

障害福祉計画 
 

    

 
 

 

   

 

 

障害児福祉計画        

 

  

 

 

次世代育成支援行動

計画 
 

 

          

子ども・子育て支援
事業計画 

  

 

   

 

 
 

   

健康日本21安城計画        

 

    

自殺対策計画 
（いのち支える安城計画） 

        

 

   

 

あんジョイプラン６ 

 

第３次 

 

第３期 

 

後期 

 

第１期 

 
第２次 

 

 
第３次 

（第４次地域福祉活動計画を含む） 

第７次 

 

あんジョイプラン８（～2020）・９（2021～） 

・第８次安城市高齢者福祉計画 

・第７期安城市介護保険事業計画 

※介護保険事業計画の内容は、３年ごとに見直し 

あんジョイプラン７ 

 

第８次 

 

 
第４次 

（第５次地域福祉活動計画を含む） 

第２次 

 

第２期 

(2020～2024 年度) 

 

第５次 

(2021～2026 年度) 

第４期 

 

第５期 

 

第６期 

 

安城市障害者福祉計画 
・安城市障害者計画 

・安城市障害福祉計画 

・安城市障害児福祉計画 

 

を合わせた総称 

第１次 

 

第１期 

 

第２期 

 

第４次 

 

第１期 
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て 

 

 

計画の策定体制は次のとおりです。 

 

地域福祉計画 策定協議会 

役割：市長から諮問を受け、審議と答申を行う。 

構成：地域、福祉、保健、医療の関係団体代表者、学識経験者及び公募市民など 18 人 

開催：6 回 

 

地域福祉計画 策定幹事会 

役割：基本理念なども含めた計画書全体の案を検討する。 

分野別計画の共通部分の整理を行う。 

各会議から抽出した課題に対する支援策についての事業調整及び協議を行う。 

構成：市関係課の課長級の職員 12 人（事務局を除く。） 

開催：6 回 

地域福祉計画 策定分科会 

役割：基本理念なども含めた計画書全体の案を作成する。 

分野別計画の共通部分の整理や課題の絞込みを行う。 

各会議から抽出した課題の取込みを行う。 

具体的な施策について論議し、案の作成を行う。 

構成：市関係課の主査～係長級の職員 12 人（事務局を除く。） 

開催：7 回 

 
 
 

地域会議 

役割：地域（町内福祉委員会等）の課題を抽出する。 

構成：町内福祉委員、各地区の福祉事業者等 

（町内会、民生委員・児童委員、老人クラブ、子ども会など） 

開催：地区社協の区域（8 地区）ごとに計 3 回開催。 

町内福祉委員会ごとに随時会議を開催。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

各
会
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た
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●安城市地域福祉計画策定のための市民アンケート調査 
調 査 対 象：住民基本台帳から無作為に選んだ 18 歳以上の市民 3,000 人 

調査実施時期：平成 29 年 11 月 21 日（火）～12 月６日（水） 

回 収 状 況：有効回収：1,244 件、有効回収率：41.5％ 

●安城市地域福祉計画策定のための事業所アンケート調査 
調 査 対 象：市内に所在地を有し、介護保険サービス、障害福祉サービスを

提供する事業所 244 事業所（介護保険サービス事業所 161 事

業所、障害福祉事業所８３事業所） 

調査実施時期：平成 29 年 11 月 24 日（金）～12 月 8 日（金） 

回 収 状 況：有効回収：161 件、有効回収率：66.0％ 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

 

 

１ 重層的な福祉圏域の考え方 
 

本計画では、これまでの計画に引き続き、「隣近所、町内会の班・組の区域」、「町内会

の区域」、「地区社協（概ね中学校区）の区域」、「市域」の 4 つの段階的な圏域を福祉圏

域として捉えます。 

単位福祉圏域は、身近な困りごとを抱えている人を早期に発見しやすく、必要な支援

等を迅速に行うことが可能となる「隣近所、町内会の班・組の区域」とします。 

第 1 次福祉圏域は、単位福祉圏域では実施することが難しい組織的な対応や圏域内で

共通する課題を把握する役割を担う「町内会の区域」とします。町内福祉委員会をこの

圏域における地域福祉活動の中心的組織として位置づけ、地域福祉活動の推進を図りま

す。 

第 2 次福祉圏域は、複数の町内で構成される「地区社協（概ね中学校区）の区域」と

します。第 1 次福祉圏域での活動を支援するとともに、地域福祉に関する市及び市社協

の施策を展開する圏域としての役割を担うものとします。なお、地域福祉活動の拠点と

して、福祉センターを順次整備し、8 地区すべてに整備しました。 

第 3 次福祉圏域は、第 2 次福祉圏域の活動の支援と市全体での活動を行う圏域とし

て、「市域」とします。 

そして、これらの 4 つの圏域がそれぞれ、圏域としての役割と機能を発揮しながら多

様な地域福祉活動を展開するとともに、相互の機能連携を図ることによって、4 つの圏

域における地域福祉活動を重層的に機能させ、地域福祉を推進します。 

 

図１－３ 重層的な福祉圏域の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第１次福祉圏域 

[町内会の区域] 

単位福祉圏域 

隣近所、町内会の 

班・組の区域 

第３次福祉圏域 

[市域] 

第２次福祉圏域 

[地区社協（概ね中学校区）の区域］

 

本人・家族 



 

9 

 
 

第１章 計画の策定にあたっ第１章 計画の策定にあたって 
て 

２ 地域福祉の推進における自助・共助・公助の位置づけ 
 

本計画では地域福祉における自助・共助・公助の位置づけを次のとおりとします。 

表１－１ 自助・共助・公助における役割 

区分 地域福祉を担う主体 それぞれの役割 
自
助(

本
人･

家
族
の
努
力)

課題を抱えている本人、家族 

○自分でできることを考え、行う。 

○家族で支え合う。 

○自己解決できない課題が生じた場合はまわりに助け

を求める。 

○同じ悩みを共有し助け合う当事者団体（セルフヘルプ

グループ）の活動に参加する。 

○地域の人との交流を深める。 

共
助(

お
互
い
の
支
え
合
い)

 

近所の人 

（地域における身近な関係） 

○住民同士が支え合う活動を実施する。 

○近所における課題を発見する。 

○いざという時の手助けを行う。 

○解決困難な課題を発見した場合、民生委員や町内会な

どと連携する。 

町内会、町内福祉委員会 

（地縁に基づいた住民組織） 

○地域の課題を把握する。 

○課題解決のための体制づくりを行う。 

○課題解決のために当事者、ボランティア、ＮＰＯと連

携する。 

○解決困難な課題を市や専門機関と連携し対応する。 

民生委員、主任児童委員 

○地域の課題はもとより、困っている住民一人ひとりの

個別の課題を把握する。 

○課題解決のために町内会などと連携する。 

○解決困難な課題を市や専門機関と連携し対応する。 

当事者団体 

（同じ悩みや課題を抱える人達の組織） 

○悩みを話し合うなど、セルフヘルプを推進する。 

○住民の理解を促進するための働きかけを行う。 

ボランティア、ＮＰＯ 

（同じ目的を持つ自発的な構成員による

組織） 

 

○地域と連携した活動を行う。 

○専門性を活かし、町内福祉委員会はもとより、他の福

祉事業者との連携・協働による「丸ごと」の支援ネッ

トワークに関与・実践する。 

 福祉事業者、ＮＰＯ 

（福祉サービスを提供する組織） 

公
助(

公
的
な
支
援)

 

○利用者本位のサービスを提供する。 

○従事者の専門性を向上させる。 

○独自のサービスの開発と提供を行う。 

行政、社会福祉協議会 

○自助を啓発する。 

○支え合いの体制づくりのための啓発と支援を行う。 

○ボランティアなどの担い手の養成と支援を行う。 

○公的なサービスを提供する。 

○セーフティネットを整備する。 

○地域福祉活動推進のための拠点を整備する。 

○専門的な支援を必要とする人に対応する。 

○共助の推進を支援する。 

○当事者団体を支援する。 
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図１－４ 自助・共助・公助の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考：厚生労働省の地域包括ケア研究会報告（平成 25 年 3 月）では、自助・共助・公助に加え「互助」の概念を用いています。こ

のなかでは“「共助」は介護保険などリスクを共有する仲間（被保険者）の負担であり、「互助」は相互に支え合っていると

いう意味で「共助」と共通点があるが、費用負担が制度的に裏づけられていない自発的なものである。”としています。 

 

図１－５ 高齢者への支援イメージ図（安城市版地域包括ケアシステムのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

自分でできない事は周

りに助けを求める 公的なサービスを

提供する 
・専門的なことを相談する 

・公的サービス利用を申請する 

困りごとの解決を支援する 

共助の推進を支援する 

自助・共助だけでは解決で

きない課題について、行政

や専門機関につなげる 

地域ケア 
地区会議 

（中学校区域） 

問題提起 

① 保健福祉部会：包括・社協・保健センター 

② 地域支援部会：町内会・民生委員・ボランティア・NPO 

自立支援協議会へ 
障害者 

デ
イ
ネ
ッ
ト 

ヘ
ル
パ
ー
ネ
ッ
ト 

施
設 

保
健
福
祉 

① 

住
ま
い 

薬
剤
師
会 

訪
看
ネ
ッ
ト 

訪
リ
ハ
ネ
ッ
ト 

病
院
（
更
生
・
八
千
代
） 

医
師
会 

歯
科
医
師
会 

地域ケア推進会議（市域） 

解決策の検討・提案 

地域包括ケア協議会（市域） 

小
規
模
多
機
能 

地
域
支
援 

② 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム 

地域ケア個別会議（町内会区域） 

問題提起 

ケ
ア
マ
ネ
ッ
ト 

会議で検討 

15 の専門会議 

“地域でできることは 

地域での相互の支え合いで” 

見守り活動やサロン活動、地域防

災活動、お困りごとの生活支援、

交流など 

共助 
“個人・家族や地域でできないこ

とを公的制度・サービスで” 

介護保険、医療、障害福祉サービ

ス、保育園、生活困窮者の相談支

援、生活保護など 

公助 

“自分や家族で 

できることは自分で” 

病気・介護予防、家族介護、育

児、経済的な自立、困った時に助

けを求める（助けられ上手）など 

自助 
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３ 自助、共助、公助が連携した支援体制 
 

 
支援を必要とする人が地域のなかで安心して暮らすには、身近な支え合いから専門的

な支援まで、自助、共助、公助が連携する必要があります。 

日常生活で困りごとが生じたときに、誰に相談すればよいか、専門的な相談機関がど

こに何があるかなど、普段の生活に馴染みがないため知らない人が多いのが実情です。 

ここでは、高齢者、障害のある人、子育て家庭の 3 分野における、それぞれの役割と

関わりについて、当事者を中心にした支援イメージを図案化しました。 
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第３次福祉圏域（市域） 
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市 

支援 
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連携 
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図１－６  障害のある人への支援イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２次福祉圏域（概ね中学校区） 

第３次福祉圏域（市域） 

第１次福祉圏域（町内会の区域） 
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図１－７ 子育て家庭への支援イメージ図 
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